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COVID-19の世界的蔓延を受け，持続可能な交通手段としての自転車利用に対する期待はより一層高ま

っている．しかし，わが国では，自転車利用インフラの整備水準は依然として低い．本論文は，国内外の

自転車先進都市に焦点を当て，自転車利用インフラの整備が社会にもたらすメリットをSDGsの達成への

貢献と捉え，その効果を国際的に統計データを用いて検証したものである．また，その効果を既往研究な

どによるエビデンスに基づき説明し，学際的に整理したうえ，各都市の持続可能性を可視化した．結果と

して，自転車利用インフラの整備は，6つのSDGsの達成に貢献し，持続可能で暮らしやすい都市の形成に

貢献することが分かった．しかし，わが国ではそのような効果は顕在化に至っていない． 
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1. 研究の背景 

 

20 世紀末から，人口の増加，過度なモータリゼーシ

ョンや地球温暖化などの社会問題は発展途上国だけでな

く，先進国にとっても重大である．2015年にはアジェン

ダ2030が国際連合で採択され，17ゴールと169のターゲ

ットからなる持続可能な開発目標(SDGs)が掲げられた． 

このような取り組みを受けて，交通分野では，環境問

題・エネルギー問題への貢献，安全・安心な，持続可能

な交通インフラの構築に向けて様々な取り組みがなされ

てきた．環境にやさしく，渋滞の解消につながり，健康

状態の改善へも貢献する自転車は持続可能性の向上に向

け期待が大きい．東京でも，自転車分担率が高く，昨年

には自転車道を新たに 17㎞の整備計画が制定された． 

 一方，昨今の COVID-19の世界的な蔓延により，公共

交通の利用者数は激減した．自家用車の利用の増加によ

り，渋滞の深刻化，環境負荷の増大が進み，持続性が危

惧される．他者との接触機会を低減し，低炭素負荷な自

転車はより一層期待が高まっている．  

この結果として，COVID-19が爆発的に感染拡大した

ヨーロッパでは，多くの都市が車道を閉鎖し，一時的な

自転車道路に転換する政策を打ち出し，自転車販売台数

が激増した．わが国では自転車の普及が進んでいるが，

欧米諸国と比較すると，自転車利用インフラの整備水準

は高いとは言い難い．本研究を通し問題提起を行う． 

 

 

2. 既往研究と本研究の目的 

 

自転車の利用による利用者へのメリットを検証した論

文は数多く存在する． 

例えば，自転車利用者に着目した研究として，Hartog1)

らは，生命表を用いた計算により，自転車による健康の

増進による長寿化効果は事故リスクなどの自転車利用に

伴う短命化の影響を上回ると推定した．Schnohr2)らは，

サイクリング強度が大きいほど，平均寿命は延びるとい

う関係性を発見した．一方で，サイクリング持続時間は

平均寿命に対し，ほとんど影響を及ぼさないことがわか

った．また，Palencia3) らは，自転車通勤は，身体的な利

点だけでなく，メンタルヘルスの改善や，社会的相互作

用の増加などにつながり，利用者にとって有益であると

した． 

自転車利用インフラの整備事例に着目した研究も，国

内外問わず多く見受けられる．鈴木4)らは，心電計を装
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着したまま自転車走行実験を行い，快適性についてアン

ケートに回答させ，走行空間の安全性・快適性を評価す

る手法を考案した．味水5)は，自転車交通量が見込める

地域であれば，車道を3種類の自転車道に転換する際，

そのいずれでも自転車利用インフラの便益が整備費用を

上回るとした．Arancibia6）らは，カナダ・トロントの商

店街にある駐車場を駐輪場に転換する事例に着目し，商

店街全体の利益が増加し，来訪客も増えたと報告した． 

一方で自転車利用インフラと自転車利用者の両者にま

たがる研究は乏しい．Blondiau7)らは，ヨーロッパにおい

てサイクリング業界が生み出す雇用や，経済への貢献に

ついて論じた．EU27か国では，65万件以上の雇用が生

まれ，自転車交通分担率が2倍になると，新たに40万人

の雇用につながるとした．  

しかし，これまでの研究では，自転車利用インフラの

整備が人や社会に及ぼす影響について多角的に検証した

ものはほとんどない．また，COVID-19の蔓延を受けて，

Budd8)らは，環境問題の解決に貢献するだけでなく，交

通は，個人および地域の健康と福祉の向上にもつながる

など社会に対して責任を果たすべきと主張した． 

本研究では，こうした社会に果たす責任という視点で

SDGsの達成への貢献を捉え，自転車利用インフラの整

備がもたらすメリットや効果を，国際的・学際的に整理

し，統計データに基づき検証することで，自転車利用イ

ンフラを整備する意義を論じる新たな試みといえる． 

 

 

3. 分析の方法 

 

(1) 分析対象都市 

 本研究では，自転車利用インフラの整備水準が比較的

高い都市間での比較を行う．そのため，国内外から表-1

に示す自転車先進都市におけるデータを収集した． 

a) 対象となる海外都市 

対象となる海外都市は，都市の自転車利用の優先度を

評価するランキングであるCopenhagenize Index 20199)を用

いて選出した．当ランキングでは，ヨーロッパに位置す

る都市が多くランクインしている．地理・気候・文化的

な近似性から，ヨーロッパに位置する表-1の12の都市を

海外における対象都市として研究を進めていく． 

b) 対象となる日本都市 

日本における自転車先進都市の選出は，2008年に国土

交通省によって指定された，自転車専用道路の整備支援

が優先される98の自転車通行環境に関するモデル地区か

ら10の大都市を選定した．そして，モデル地区に指定さ

れていないものの，自転車利用インフラの整備に優れて

いる地域として，東京都からは世田谷区，大阪府からは

大阪市を加えた12都市を国内の対象都市とした． 

(2) 使用するデータ 

a) 自転車利用インフラの整備水準を評価する指標 

都市間で比較可能な自転車道の総延長を各都市の車道

総延長・人口・面積で割り，基準化した値を使用する．

以下ではそれぞれを延長比，人口比，面積比と呼称する． 

b) 持続可能性を評価する指標 

本研究で用いる各都市の持続可能性を評価する指標と

して，表-2の18の指標を使用した．これらは，地方創生

SDGsローカル指標リスト10)を参考して，SDGsのインデ

ィケーターで言及された，ないしは類似する指標を収集

したものである．なお，わが国の対象都市では一部の指

標のみ収集が可能であった． 

表-1 分析対象都市 

海外 

コペンハーゲン，アムステルダム，ユトレヒ

ト，アントワープ，ボルドー都市圏，オスロ，

ベルリン，パリ，ウィーン，バルセロナ，大ロ

ンドン，ストックホルム 

国内 
大阪市，世田谷区，千葉市，川崎市，さいたま

市，名古屋市，仙台市，福岡市，京都市，神戸

市，横浜市，広島市 

 

表-2 持続可能性を評価する指標 

番号 指標 

3.4.2 自殺者(10万人当たり)※ 

3.6.1 交通事故死亡者(10万人当たり) 

3.6.1 自転車事故負傷者(10万人当たり) ※ 

3.6.1 自転車事故死亡者(10万人当たり) ※ 

3.9.1 静穏性に対する満足度 

3.X 平均寿命※ 

3.X BMI≧25の人口割合 

7.1.2 自転車の交通分担率※ 

8.1.1 1人当たりGDP(購買指数換算) 

8.1.1 1人当たりGDP※ 

8.5.2 失業率※ 

10.2.1 ジニ係数 

11.2 公共交通機関に対する満足度 

11.2 渋滞による時間損失(h/年) 

11.6 大気質に対する満足度 

11.7.1 地域の居住満足度 

11.3.1 人口密度※ 

13.X 交通による一人当たりのCO2排出量※ 
※：わが国の対象都市で収集可能な指標 

(3) 分析の流れ 

 まず，表-1 で示した国内外 24 の自転車先進都市の自

転車利用インフラ整備水準とそれぞれの都市の持続可能

性を評価する指標に対し相関分析を適用し，自転車利用

インフラ整備水準と有意な相関がある指標を特定した．

次に，有意な相関が確認された指標を用い，パス解析で

複合的な相関関係を把握した．さらに，全体的な傾向を
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確認するために，線形代数学における行列の分解の考え

方を応用して，データを圧縮し処理を効率化する手法で

ある SVD(特異値分解)を用いてデータを圧縮し各都市の

持続可能性を可視化した．  

 

 

4. 分析の結果 

 

1) 持続可能性を評価する指標と自転車利用インフラの

整備水準との相関関係 

海外都市のみを対象とし，自転車利用インフラの整備

水準を評価する指標と持続可能性を評価する指標に対し，

相関分析を行った結果，有意水準5%で自転車利用イン

フラの整備水準と有意な相関関係が確認された指標は表

-3のようになった． 

表-3 自転車利用インフラ整備水準との相関 

正の相関関係 

（有意水準5%） 

自転車の交通分担率，1人当たり

GDP，10万人当たりの自転車交通事

故死亡者 

負の相関関係 

（有意水準5%） 

ジニ係数，平均寿命，交通機関に対

する満足度，渋滞による時間損失 

この結果より，自転車利用インフラの整備水準の高さ

は自転車の交通分担率と平均GDP の高さ，ジニ係数の

低下や交通渋滞の緩和といった社会にとって有益である

と示す相関がある一方で ，10万人当たりの自転車事故

死亡者数，公共交通機関に対する満足度，平均寿命は自

転車利用インフラを整備する上での負の要因と考え，考

察を進める． 

a) 自転車交通事故死亡者 

 自転車の交通事故死者数は交通分担率に比例すると考

えられるため，10万人当たりの自転車事故死亡者数を各

都市の自転車交通分担率で除した自転車事故換算犠牲者

数を算出し，改めて自転車利用インフラの整備水準を評

価する指標との相関分析を行った結果，図-1のように正

の有意な相関から負の有意な相関となった． 

また，オランダ自転車評議会によるCycling in the Nether-

lands 200911)にある，一人当たりの一日平均の自転車走行

距離と走行距離当たりの自転車事故死者数の関係を表し

た図も同様に負の相関を示したことから，分担率だけで

なく，自転車の走行距離についても自転車事故死亡者数

の少なさと同じ傾向が確認できる． 

b) 公共交通機関に対する満足度の低さ 

この相関関係から，ヨーロッパの自転車先進都市では，

公共交通機関，もしくは自転車利用インフラのどちらか

一方の整備を推進する都市が多いということが考えられ

る． 

 

c) 平均寿命の短さ 

Schnohrら2)によると，サイクリングの持続時間ではな

く，強度の高さが寿命の改善につながる．しかし，整備

水準の高い都市では，自転車道の総延長が長く，長時間

なで低強度な走行が期待させる．一方，自転車利用イン

フラの整備水準の低い都市では，自転車道ネットワーク

が都市内部を網羅していないため，自転車は自動車と車

道を走行する機会が多くなり，事故回避のための頻繁な

急停止・急発進により，高速度・高強度な走行になると

考えられる． 

また，国内の対象都市で同様の相関分析を行ったが，

有意な相関関係はほとんど見られなかった．よって，こ

れ以降，海外の自転車先進都市を用いて議論を進める． 

 

2) 持続可能性を評価する指標同士の相関関係 

持続可能性を評価する指標間で相関分析を行ったとこ

ろ，図-2のような有意水準5%の相関関係が得られた． 

なお，矢印の太さは相関係数の絶対値の大きさに比例

する．この図における指標の共通項，異質項を定性的に

考察したところ，移動環境，居住環境，労働環境の3つ

に分類でき，それを図中に表現した．結果としてこれら

はLivability(広義での暮らしやすさ)として包括される． 

図-1 自転車事故死亡者・故換算死亡者と整備水準の関係 

図-2 持続可能性を評価する指標同士の有意な相関関係 
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図-3 一つ目のパスモデル及びその適合度 

図-4 二つ目のパスモデル及びその適合度 

 

3) パス解析の結果と考察 

 ここでは，図-2で白抜きとした代表的な指標を用いて，

相関分析の結果を参考にしつつ，パス解析を行うことで

自転車利用インフラの整備がもたらす複合的な効果を検

証した． 

さまざまな因果関係を仮定しパスモデルを作成したう

え，解析を行った．サンプルサイズの小ささから，ここ

ではモデルを2つに分解して考えた．パス係数が合理的

に説明できるものの中で，AIC(赤池情報基準)が最も低

いものを図-3，図-4に示す．ただし，***<0.001, **<0.01, 

*<0.05とした． 

 

 図-3のパスモデルについて考察を進める．まず，自転

車利用インフラの整備は自転車の交通分担率と公共交通

機関に対する満足度に直接な影響を及ぼすことが分かっ

た．矢印の方向より，自転車利用インフラの整備水準が

高いほど，自転車交通分担率が高い．また，自転車利用

インフラの整備水準と公共交通機関に対する満足度の因

果関係は，その向きにかかわらず同程度の適合度が得ら

れた．このことから，公共交通の発達した都市では自転

車利用インフラの整備を進める必要がなく，逆に自転車

利用を推進した都市では公共交通機関の整備が遅れると

いうトレードオフの関係が示唆される． 

また，公共交通機関に対する満足度の低い都市では，

自転車の交通分担率が高いという傾向もみられる．精神

医学分野の既往研究より，サイクリングは自傷行為の減

少につながり12)，公共交通の使用は，自殺行為と関係の

ある孤独感13)を抑制する14)というエビデンスが示されて

いる．図-3でも，公共交通機関の満足度と自転車交通分

担率が高いほど，自殺率は低いという結果が確認できる． 

さらに，交通の発達は雇用の創出につながると考えら

れ，図-3でも公共交通機関への満足度と自転車交通分担

率の高さは，失業率の低さに有意な影響を及ぼすことが

わかる．また，公共交通を頻繁に利用する高齢者にとっ

て，その満足度が高い都市ほど生活しやすいと考えられ

るが，図-3でもその傾向が示されている． 

 

2つ目のモデルを図-4に示す．こちらも因果関係の向

きが合理的に説明でき，適合度は良好である．なお，こ

こでも自転車利用インフラの整備水準は同様に自転車の

交通分担率や公共交通機関への満足度に影響を及ぼして

いる．図-4より，自転車交通分担率が高いほど，渋滞に

よる時間損失は少ないということがわかる．さらに，渋

滞による損失時間が長く，人口密度が高い都市では居住

満足度は低いという傾向もヨーロッパの都市では確認で

きる． 

 

4) 特異値分解を用いた持続可能性の可視化 

ここでは，SVDを用いて，図-3で示した労働環境・居

住環境・移動環境の3つの環境について，任意の環境の

組み合わせに対してそれぞれの指標群を2次元に圧縮し

しクラスター分析を行い，クラスターの特徴を踏まえて

各次元(軸)の解釈を行った．その結果を図-6，図-7，図-8

に示す．また，それらを定性的に合成し，疑似的に3次

元の図に合成したものが図-5である．図-5より，労働環

境・居住環境が整っている都市ほど，自転車による移動

がしやすいという傾向がわかる．また，自転車先進都市

の中でも，コペンハーゲン・アムステルダムの2都市は，

他の都市よりも特に自転車による移動がしやすく，広義

的に暮らしやすいとわかる． 

また，図-5には大阪市と東京23区の日本を代表する二

大都市もプロットしてある．これらの位置については次

の節で述べていく． 

 図-5 各都市の居住環境・労働環境・移動環境の 

   疑似的三次元化及び日本の大都市の位置 

Χ
2

=0.817  CFI=1.000  TFI=1.145  RMSEA=0.000  SRMR=0.024 

Χ
2

=0.751  CFI=1.000  TFI=1.132   RMSEA=0.000  SRMR=0.093 
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図-6 移動環境・労働環境のSVDによる次元削減 

図-7 移動環境・居住環境のSVDによる次元削減 

図-8 居住環境・労働環境のSVDによる次元削減 

 

5) 日本における自転車先進都市 

我が国の自転車先進都市群では，自転車利用インフラ

の整備水準と有意水準5%未満な相関関係を持つ指標は，

自転車の交通分担率の高さの一つしかなかった．これは

日本の自転車先進都市では，自転車利用インフラの整備

は欧米の自転車先進都市と比べ低水準であり，その効果

が顕在化に至っていないためと考えられる．  

ゆえにパス解析，SVD を行うことはないが，日本を

代表する大都市である大阪市，東京23区を図-5中に疑似

的に配置したい．そのために，海外の自転車先進都市群

と共通して収集できた表-4のデータを用いて，重回帰分

析を行った．労働環境・居住環境について，AICの最も

低い回帰式を表-5に示す．ただし，***<0.001, **<0.01, 

*<0.05，.<0.1とした． 

 

表-4 国内外の都市で共通して収集可能なデータ 

労働環境 
失業率・自殺率 

・渋滞による時間損失・収入 

居住環境 人口密度・ジニ係数・平均寿命 

表-5 労働環境についての回帰式 

労働環境 標準化係数 p値 

平均収入 0.13  0.6146  

失業率 0.48  0.0522. 

自殺率 1.18     0.0005 *** 

渋滞時間損失 0.01  0.9669  

切片 -0.06  0.7494  

決定係数 0.83  0.0036 ** 

表-6 居住環境についての回帰式 

 

 表-5，表-6より，図-5内に疑似的に東京23区，大阪

市を配置した．なお，円柱の高さは自転車利用インフ

ラの備水準を評価する指標の一つである延長比を用い

て定性的に評価した． 

 

 

5. 結論 

 

 本研究では，自転車先進都市における自転車利用イン

フラの整備水準と持続可能性を評価する指標を収集し，

相関分析，パス解析より，自転車利用インフラの整備が

SDGsのゴール3, 7, 8, 10, 11, 13の達成におおむね貢献する

ことが分かった．特に，自転車交通分担率の高さに正の

影響を及ぼし，公共交通機関の満足度とトレードオフな

関係にあると把握できた． 

また，本研究で用いた指標群について次元圧縮しその

関係性を分析したところ，自転車による移動のしやすさ

と労働環境および居住環境との間に明確な正の相関が確

認された．このことは，自転車利用インフラの整備は居

住環境，労働環境を含むLivabilityの向上に資することを

示唆している． 

 一方で，日本の諸都市において，自転車利用インフラ

の整備水準が低いことに起因して，その効果が十分に発

揮できていないことが分かった． 

また，本研究では，都市間で比較が可能な自転車道の

総延長という物理量を用いたが，今後はストリートビュ

ーなどの画像データを用いて自転車利用インフラの快適

性などの「質的側面」を評価する必要があると思われる． 

居住環境 標準化係数 p値 

人口密度 1.14  0.0021** 

平均寿命 1.21  0.0014 ** 

ジニ係数 0.19  0.4236  

切片 0.03  0.9281  

決定係数 0.95    0.0009 *** 
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EVALUATING THE IMPACT OF  

CYCLING INFRASTRACTURE CONSTRUCTION ON SUSTINABILITIES 

 

Usei KOU, Kenji DOI, Kento YOH 

 
Experiencing the worldwide Novel Coronavirus pandemic, more and more cities began to take cycling, 

a sustinable transportation, more seriously. However, cycling infrustracture remain at a low standard in 

Japanese cities. The purpose of this paper is to explore the potiential impact  of cycling infrustractue con-

struction brings to the society, using internationaly collected statistical data from bike-friendly cities. Inter-

disciplimary resaeches are reviewed and collecteded for proof. Aadditionally, sustinabilities of targeted 

cities are vislualized in this paper. 

As a results, 6 SDGs benefit from the construction of cycling infrustracture, which would also lead to a 

more livable city. However, in Japanese cities, where cycling infrustracture is hardly valuated, gain few 

benefit. 
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